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========================================================================== 

◆◇◆ トピックス ◆◇◆ 

◇ 平成 18 年度の税制改正大綱 

  12 月 15 日、「与党税制改正大綱」が決定し、①定率減税の廃止、②所得税から

個人住民税へ３兆円の税源移譲、③土地に係る固定資産税の評価額 70％の維持と条

例減額制度の維持、④たばこ税率の引き上げ、⑤自動車税・軽自動車税の制限税率

の引上げ等が盛り込まれた。 

（「平成 18 年度税制改正大綱」は本会ＨＰメンバーズページに掲載） 

[財政部] 

 

◇ 地方財政対策が決着 

12 月 18 日、「平成 18 年度地方財政対策」が決着し、①地方財政計画の規模は、

83.2 兆円、前年度より 5,900 億円程度削減し、歳出を抑制、②地方税、地方交付税、
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地方財源対策債等を合わせた一般財源総額は、55.6 兆円程度と前年度より 200 億円

増、③地方財政計画と決算との乖離是正については、一般財源ベースで１兆円の是

正等が盛り込まれた。 

また、同日、地方六団体は地方財政対策の決着したことについて、共同声明を発

表した。 

（「地方財政対策関係資料」は本会ＨＰメンバーズページに掲載） 

（地方六団体「平成 18 年度地方財政対策についての共同声明」は本会ＨＰに掲載） 

[財政部] 

 

◇ 「医療制度改革大綱」に対する意見を取りまとめ、厚生労働大臣等 

に提出  

 

政府・与党医療改革協議会で決定された「医療制度改革大綱」（12 月１日）に対し、

本会は、全国町村会・国保中央会との連名により「医療制度改革についての意見」を

取りまとめ、12 月 12 日、厚生労働大臣をはじめ、衆参両院の厚生労働委員会等に幅

広く提出した。 

その内容は、①医療保険制度の一本化に向けた具体的な検討に入ること、②後期高

齢者医療制度については、全市町村が参加する都道府県単位の広域連合を運営主体と

することとされたが、国及び都道府県の財政責任を明確にし、法律に具体的に明記す

ること、③国保の財政基盤を確立するべく、抜本的な財政措置を講ずること、④国保

の都道府県単位での再編・統合に向けた取組みを推進すること、⑤医療費適正化対策

の推進について、国保保険者がその役割を十分果たせるよう法的・財政的措置を講ず

ることなどである。 

今後、同大綱に基づき、改革関連法案が政府において作成され、来年の通常国会に

提出されることとなっている。 

(「医療制度改革についての意見」は本会ＨＰに掲載) 

[社会文教部] 

 

◇ 都市の 95％が不法投棄防止対策事業、取組みを実施 

本会では、10 月末から 11 月初めにかけて、全７７６市(11 月 1 日現在)に対し調査

票をファクスで送る方法により、「不法投棄防止対策事業に関する調査」を実施いた

しました。 

 回答のあった６８３市中６４９市(95%)が不法投棄対策事業について「実施してい

る」を選択、その内容として主に①市職員または委託業者による巡回監視、パトロー

ル[525 市(81%)]、②ポスター、チラシ、看板等による普及啓発[480 市(74%)]、③町

内会など住民との連携による監視、通報体制の構築[281 市(43%)]を挙げています。ま

た、事業期間については５２５市(90%)が｢通年｣と回答しています。 
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 この調査は、本年６月の全国市長会議で決定した、提言「都市と環境－美しい日本、

持続可能な社会をめざして－」において、都市が基礎自治体として取り組むための具

体的目標の一つとして提唱している、「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」を全国展開

するための基礎調査として行ったものです。 

 本会では今後、来年６月の「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」実施について、全市

に対して協力を呼びかけるとともに、様々な取組みを展開していくこととしています。 

(調査結果、提言は本会ＨＰメンバーズページに掲載) 

[調査広報部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 先週の動き 12 月 12 日－12 月 18 日 ◆◇◆ 

≪12 月 16 日（金）≫ 

「第２回合併都市政策経営研究会」を開催。座長代理の選出、横道清孝・政策研究

大学院大学教授の講演、合併市における円滑な行政運営に関する要望案及び合併市町

村補助金の確保に関する緊急要望案について協議、決定。引き続き、座長の会津若松

市長はじめ５名の市長が、同要望の実現方について総務省及び財務省に対し要請。 

 [行政部] 

========================================================================= 

◆ ◇◆ 全国市長会 今週の動き 12 月 19 日－12 月 25 日 ◆◇◆ 

≪12 月 21 日（水） 12:30≫ 

「義務教育制度検討会議（第７回）」を開催。第 6 回検討会議（10 月 25 日）以降

の動きについて報告、今後の対応等について協議予定。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 21 日（水） 14:00≫ 

「政策推進委員会・三位一体改革推進会議合同会議」を開催。三位一体改革及び平

成 18 年度地方税財政対策の結果等を報告するとともに、今後の対応について協議予

定。 

[企画調整室] 

 

≪12 月 21 日（水） 15:00≫ 

「理事会」を開催。総務省の瀧野・自治財政局長並びに小室・自治税務局長から、

平成 18 年度地方税財政対策について説明を聴取。決議要望事項の要望結果報告、三

位一体改革及び予算対策等関係について報告予定。 

[企画調整室] 
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≪12 月 22 日（木） 14:00≫ 

「第 15 回電子自治体専門推進部会幹事会」を開催。情報ガバナンスなどについて

協議予定。 

[行政部] 

========================================================================== 

◆ ◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

◇ [12 月 12 日－12 月 18 日] 

≪12 月 12 日（月）≫ 

「第 13 回産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会商業部会合同会議」に本

会から委員として谷本・井原市長（本会相談役）が出席。事務局より中間報告（案）

に対するパブリックコメントの結果報告が行われ、審議・意見交換が行われた。予定

していた中間報告(案)の取りまとめについては、次回合同会議において再度審議する

こととされた。 

 [経済部] 

 

≪12 月 13 日（火）≫ 

「社会保障審議会介護給付費分科会」が開催され、平成 18 年度介護報酬改定に関

する審議報告（案）について協議し、文案の修正を座長に一任した。本会から委員と

して喜多・守口市長（本会介護保険対策特別委員長）が出席し、特定施設入居者生活

介護について、高齢者専用賃貸住宅のうち一定の水準を満たすものへの適用拡大につ

いては、給付費の適正化の視点から慎重を期する必要がある等の発言を行った。 

 [社会文教部] 

 

≪12 月 13 日（火）≫ 

「地方公務員の給与のあり方に関する研究会（第 16 回）」が開催され、給与決定

における考慮事項、国公準拠や地域民間給与の反映のあり方、人事委員会機能の強化

方法等について協議した。 

 [行政部] 

 

≪12 月 15 日（木）≫ 

「中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会（容器包装リサイクル制度に関する拡大

審議）」が開催され、容器包装リサイクル制度見直しに係るこれまでの議論の整理に

ついて議論が行われた。 

本会からは委員として、石川・稲城市長（社会文教委員長）が出席し、①分別収集・

選別保管に係る役割分担を見直し、事業者が費用の一部を負担すること、②廃棄物処
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理は都市の事情により様々であるが、住民の理解と協力を得ながら効率的な処理に努

めていること、③各都市は、情報公開条例等を制定し透明化に努めていることなどの

発言を行った。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 16 日（金）≫ 

「自民党総務部会・恩給制度調査会・地方行政調査会」に地方六団体の代表が出席

し、平成 18 年度税制改正に対するお礼を行うとともに、地方財政対策、予算編成に

向けて要望。本会からは、横尾・多久市長（財政委員会副委員長）が出席。 

[財政部] 

 

◇ [12 月 19 日－12 月 25 日] 

≪12 月 19 日（月） 14：00≫ 

「中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会（容器包装リサイクル制度に関する拡大

審議）」に本会から委員として、倉田・池田市長（本会廃棄物処理対策特別委員長）

及び石川・稲城市長（本会社会文教委員長）が出席予定。容器包装リサイクル制度見

直しに係るこれまでの議論の整理等について議論予定。 

[社会文教部] 

 

≪12 月 22 日（木） 10:00≫ 

「第 14 回産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会商業部会合同会議」に本

会から委員として谷本・井原市長（本会相談役）が出席。同合同会議中間報告(案)の

取りまとめについて審議予定。 

[経済部]  

========================================================================== 

◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 

（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ ふ り が な ） （ 当 選 回 数 ）

12 月 25 日 福 島 県 相 馬 市 立 谷 秀 清  再選（12 月 18 日無投票）

12 月 25 日 静 岡 県 富 士 市 鈴 木  尚  再選（12 月 18 日無投票）

12 月 25 日 広 島 県 竹 原 市 小 坂 政 司  再選（12 月 18 日無投票）

注）新任の日付は、任期起算日であります。 

新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

 [総務部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 市長の退任 ◆◇◆ 
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（ 退 任 日 ）  （ 市 名 ）  （ 市 長 名 ） 

1 2 月 1 4 日  大 阪 府 岸 和 田 市  原 曻 

 [総務部] 

========================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 行事予定 12 月 19 日～１月 15 日（４週間） ◆◇◆ 

（ 月 日 ） （時間） （ 会 議 名 ） （ 場 所 ） （ 所 管 ）

1 2 月 2 0 日 1 6 : 3 0 全国基地協議会・防衛施設周辺整備全国協議会正副会長会議 全国都市会館・第２会議室 社 会 文 教 部

1 2 月 2 1 日 1 2 : 3 0 第 ７ 回 義 務 教 育 制 度 検 討 会 議 全国都市会館・第１会議室 社 会 文 教 部

1 2 月 2 1 日 1 4 : 0 0 政策推進委員会・三位一体改革推進会議合同会議 全国都市会館・第３会議室 企画調整室・財政部

1 2 月 2 1 日 1 5 : 0 0 理 事 会 全国都市会館・大ホール 企画調整室

 [企画調整室] 

========================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 平成 17 年 12 月 19 日現在 ◆◇◆ 

＝ ７７８ 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  14  

中 核 市  37  

特 例 市  39  

一 般 市  665  

特 別 区  23  

[調査広報部]  

========================================================================== 

◆◇◆ ご案内 ◆◇◆ 

◇ 平成 18 年度予算編成実務講習会のご案内             

財団法人地方自治研究機構では、総務省自治財政局及び自治税務局の協力のもと、

総務省の自治財政局長をはじめ財政課長、調整課長、交付税課長、地方債課長及び自

治税務局企画課長を講師に迎え、平成 18 年度予算編成についての実務講習会を下記

のとおり開催することといたしました。 

つきましては、各市の部課長をはじめ、関係者に多数ご参加いただきますようご案

内いたします。 

                                     記 

日  時：平成１８年１月 23 日 (月)  １０:００～１５:５０             

会  場：銀座ヤマハホ－ル ４階 東京都中央区銀座７－９－１４ 
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対 象 者：市区町村の財政担当部課長・税務担当部課長及び関係者 

受 講 料：（財）地方自治研究機構の賛助会員団体は１名につき 8,000 円､ 会員以外

の団体は１名につき 18,000 円となります(当日、会場において納入をお願

いします)｡ 

申込方法：受講申込書（11 月 28 日付、各市区町村長あて送付済）に所定事項をご記

入のうえ、平成 18 年１月 11 日(水)までに（財）地方自治研究機構宛に郵

便又はＦＡＸでお申し込みください。       

申込・照会先：財団法人地方自治研究機構 

〒102-0082 東京都千代田区一番町 25 番地 全国町村議員会館 3F 

     TEL  03-3237-1411   FAX  03-3237-1418･1435    

========================================================================== 

【 発 行 】 

全国市長会 調査広報部 

〒102-8635 東京都千代田区平河町 2-4-2 

TEL:03-3262-2316 FAX:03-3263-5483 

ホームページ：http://www.mayors.or.jp 

内容・記事に対するお問合せ先メール：shuhou@mayors.or.jp 

========================================================================== 

「週報」の情報は全国市長会ＨＰメンバーズページでもご覧いただけます。 

========================================================================== 


